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－総括1－ 

 

新規事業及び重要事業総括表 

 

 

 

Ⅰ 総 額 

 

 【一般会計】 

区分 平成２８年度 平成２７年度 伸び率 

予算総額 ２２５，３１９，３３６千円 １９７,０５９,３４１千円   14.3％ 

一般会計構成比        １２．０ ％       １０．８ ％ － 

 

  【母子父子寡婦福祉資金特別会計】 

予算総額 １，０５６，１１２千円 １，２７８，５９２千円  △17.4％ 

 

 

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                      （単位 千円） 

 

 １ 子育ての安心 

  Ｐ １ 一部新規 保育所待機児童対策の推進【少子政策課】       ７，９４９，８８０ 

  Ｐ ２ 一部新規 保育士の人材確保に向けた総合的取組の推進【少子政策課】 

                                   ２，０５７，２９７ 

  Ｐ ３ 新規 多子世帯への支援【少子政策課】             ６５３，７６７ 

  Ｐ ４ 一部新規 ＳＡＩＴＡＭＡ出会いサポート事業【少子政策課】      １７，０８８ 

  Ｐ ５    放課後児童クラブの充実【少子政策課】        ４，０１３，６１４ 

  Ｐ ６ 一部新規 ひとり親家庭への支援の充実【少子政策課】      ２，９５３，４８０ 

   Ｐ  ７ 一部新規 児童虐待防止対策の充実【こども安全課】         １９１，０４７ 

   Ｐ  ８ 一部新規 児童養護施設退所児童へのアフターケア【こども安全課】  ３６１，８２９ 

 

  ２ 健康・介護の安心 

  Ｐ ９  一部新規 介護人材の確保・定着の促進【高齢者福祉課】     １，５５８，６１９ 

                     【社会福祉課】 

  Ｐ１１ 一部新規 地域包括ケアシステムの構築促進【地域包括ケア課】     ８１，７２３ 

  Ｐ１２ 一部新規 定期巡回・随時対応サービスの普及促進【地域包括ケア課】 ４３９，２２６ 

                           【高齢者福祉課】 

  Ｐ１３     特別養護老人ホーム等の整備促進【高齢者福祉課】   ３，８６１，８８０ 

  Ｐ１４    市町村介護保険財政支援【地域包括ケア課】     ６４，０５８，４６４ 

 

 



－総括2－ 

  ３ 障害者の自立・生活支援 

  Ｐ１５ 一部新規 発達障害児・者への支援 【福祉政策課】          ７４３，１０４ 

   Ｐ１７ 新規 民間からの障害者スポーツ・芸術文化活動への支援促進【障害者福祉推進課】 

                                        ２，７７０ 

  Ｐ１８ 新規 パラリンピック障害者アート 文化プログラムの推進【障害者福祉推進課】 

                                        ７，１５２ 

  Ｐ１９ 新規 障害者差別解消の推進【障害者福祉推進課】           ６，０８７ 

  Ｐ２０      障害児(者)福祉施設等の整備促進【障害者支援課】     ２，０２５，８３１ 

           

  ４ 生活保護受給者等への支援 

  Ｐ２１    生活保護受給者と生活困窮者に対する切れ目のない支援【社会福祉課】 

                                      ２８３，３１５ 

   Ｐ２３ 新規 生活保護受給者の後発医薬品の使用促進【社会福祉課】      ３，２００ 

 

 ＜参考＞ 福祉３プランの推進 

  Ｐ２４  一部新規 埼玉県子育て応援行動計画の推進【少子政策課】    ２０，７５４，２１０ 

                        【こども安全課】 

  Ｐ２７ 一部新規 埼玉県高齢者支援計画の推進【高齢者福祉課】     ７５，５６４，０４２ 

                      【地域包括ケア課】 

                      【社会福祉課】 

                      【障害者福祉推進課】 

   Ｐ３０  一部新規  埼玉県障害者支援計画の推進【障害者福祉推進課】   ３０，１２５，３７９ 

                                            【障害者支援課】 

                                           【社会福祉課】 

                      【福祉政策課】 



一部新規 
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保育所待機児童対策の推進 

 

担当 少子政策課 施設整備・指導担当 内線３３２８ 

         施 設 運 営 担 当 内線３３３０ 

１ 目  的 

  【保育サービス受入枠の拡大】 

  保育所等の待機児童を解消するため、認可保育所の整備のほか、企業や幼稚園

と連携するなど多様な保育サービスを充実し、６，５００人分の受入枠の拡大を

図る。 

 

２ 予 算 額     ７，９４９，８８０千円 

 

３ 事業概要 

保育サービス受入枠拡大に向けた取組 

 

 

 



一部新規 

- 2 - 

 
保育士の人材確保に向けた総合的取組の推進 

 

                                     担当 少子政策課 企画・人材確保担当 

                       内線 ３３４９            

 

１ 目  的 

 【保育士の人材確保】 

保育所の待機児童対策のために保育所整備を進めているが、保育士の確保が課題とな

っている。保育士の確保に向けて、保育士養成施設の学生及び保育士試験合格者に対す

る県内保育所への就職支援や潜在保育士の再就職支援を行う。 

 

２ 予 算 額     ２，０５７，２９７千円 

 

３ 事業概要 

（１）保育士修学資金貸付等事業（新規）         １，９８０，１２１千円  

   保育士養成施設に在学し、保育士資格の取得を目指す学生に修学資金の貸付を行う

とともに、潜在保育士が保育所に就職した場合に就職準備の費用や保育料の一部に対

し貸付等を行う。 

 

（２）保育士・保育所マッチング支援事業（一部新規）    １４，３００千円 

潜在保育士の就職あっせんや保育所を訪問し潜在保育士の活用を提案する「保育

士・保育所支援センター」を運営するとともに、保育士養成施設の学生を対象とした

県内保育所による就職フェアを開催する。 

 

（３）埼玉がいいね！保育士就職応援事業            ２７，０９１千円  

   保育士の県内保育所への就職を促進するため、保育士試験受験料等を助成するとと

もに、保育士養成施設の学生に対する県内保育所のＰＲや、潜在保育士を対象とした

就職支援セミナー開催する。 

 

（４）保育士研修等の実施（一部新規）             ３５，７８５千円 

 保育士の専門性を高める研修や子育て支援分野に関する知識や技能を習得するた

めの研修を開催するとともに、保育所における保育士の負担を軽減するための保育補

助者の配置に要する費用等を助成する。 

   



  新  規 

- 3 - 

 

多子世帯への支援  

 

担当 少子政策課 総務・子育てムーブメント担当 内線 ３３４３ 

施 設 運 営 担 当 内線 ３３３０ 

             

 

１ 目  的 

  【多子世帯への支援】 

  平成２２年の夫婦の完結出生児数は１．９６であり、理想子供数の２．４２を下回っ

ている。３人以上の子供を持ちたいという希望を実現できるよう、経済的負担の軽減や

社会全体で多子世帯を応援する気運醸成を図る。 

 

 

２ 予 算 額     ６５３，７６７千円 

 

 

３ 事業概要 

（１）多子世帯保育料軽減事業                 ６４８，９６３千円 

   多子世帯における経済的負担を軽減するため、保育所等に入所する第３子以降の児 

  童（満３歳未満）の保育料を助成する。 

 

（２）多子世帯応援ショップ事業                  ４，８０４千円 

  社会全体で多子世帯を応援する気運醸成のため、民間と連携して割引などの特典を 

 提供する。 
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ＳＡＩＴＡＭＡ出会いサポート事業  

 

担当 少子政策課 総務・子育てムーブメント担当 

 内線 ３３４３             

 

１ 目  的 

  【結婚を希望する未婚者への支援】 

  未婚者が独身にとどまる理由の一つに「適当な相手にめぐり会わないこと」があるこ

とから、民間事業者等と連携して結婚を希望する未婚者に出会いの機会を提供する。 

  また、官民協働による「埼玉結婚 応援サポーター」（仮称）を結成し、結婚支援事

業に取り組む。 

 

２ 予 算 額     １７，０８８千円 

 

３ 事業概要 

（１）ＳＡＩＴＡＭＡ婚活コミッション事業             ５，０８８千円 

   民間事業者等が県内の地域資源を活用して実施する婚活イベントに対し、県が後援

や開催経費の一部の補助を行う。 

 

（２）結婚応援事業（新規）                   １２，０００千円 

   市町村、社会福祉協議会、結婚支援事業者等を「埼玉結婚 応援サポーター」

（仮称）とし、セミナーを開催するなど共同して結婚支援に取り組む。 

     また、結婚・妊娠・出産・子育て応援公式サイトを改修し、結婚支援情報

を充実・強化する。 

 

 

 

 

 

後援・経費の

一部を補助 
 

民間事業者等（イベントの企画・運営） 

県（関係機関との調整、広報） 

 企画提案 連携  

少 子 化 対 策 の 一 層 の 推 進 

社 会 全 体 で 結 婚 の 希 望 を 応 援 

SAITAMA 婚活コミッション事業 結 婚 応 援 事 業 

県 

社会福祉協議会 

結婚支援事業者等 

市町村 「埼玉結婚 応援サポー  

  ター」（仮称）が結集 

・セミナーやイベントの共同実施 

・結婚支援情報の発信 



 

- 5 - 

 
放課後児童クラブの充実 

 

                                            担当 少子政策課 子育て環境整備担当 

                      内線 ３３２２            

 

１ 目  的 

  【放課後児童クラブの充実】 

 共働き等で昼間保護者のいない家庭の小学生の健全な育成を図るため、授業の終了後

に遊びや生活指導を行う「放課後児童クラブ」の運営に必要な経費を補助するとともに、

利用児童の増加等に対応するため放課後児童クラブの整備を促進する。 

 

２ 予 算 額     ４，０１３，６１４千円 

 

３ 事業概要 

（１）放課後児童クラブ等運営費の補助     ３，４７５，３５３千円 

放課後児童クラブの利用児童数、開所日数及び運営形態に応じた運営費の補助を

行う。 

対   象   数  １，４７６か所 

負 担 区 分  国１／３、県１／３、市町村１／３等 

 

（２）放課後児童クラブの整備促進     ５３８，２６１千円 

    利用児童の増加に対応するとともに、児童の安全・情緒の安定の観点から、児童

数７１人以上の大規模クラブから適正規模への移行促進等を図るため、新設整備や

既存施設の改修整備などを進める。 

 また、障害児を受け入れるために必要な改修等の経費を助成する。 

 対   象   数  

新設整備                 ３８か所 

   改修整備                 ３７か所 

   既存施設等の設備整備           ５８か所 

   障害児受入れに必要な設備整備        １か所 

   余裕教室確保のための教材等保管用倉庫整備  ２か所 

 負 担 区 分  国１／３、県１／３、市町村１／３ 
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ひとり親家庭への支援の充実 

 
 

                 担当 少子政策課 手当・ひとり親家庭支援担当 

                 内線 ３３７７ 

 

 

１ 目  的 

  【ひとり親家庭への支援の充実】 

  経済的に厳しい環境に置かれたひとり親家庭の自立を支援するため、就業に役立つ資 

 格の取得に関する支援や経済的支援を行う。 

 

２ 予 算 額      ２，９５３，４８０千円 

 

３ 事業概要 

（１）ひとり親家庭高等職業訓練促進資金の貸付（新規）   １，０４１，９２０千円 

   高等職業訓練促進給付金を活用して養成学校に在学し、就職に有利な資格の取得を 

  目指すひとり親家庭の親に対して、入学準備金・就職準備金を貸し付ける。 

 

（２）高等職業訓練促進給付金の充実              １００，５００千円 

   ひとり親家庭の親が看護師等の経済的自立に効果的な資格を取得するため養成機関 

  で修業する場合に、修業期間中の生活負担を軽減するために支給する高等職業訓練促 

  進給付金について、支給期間の２年から３年への延長、対象資格及び課程等の拡大等 

  の緩和を行う。 

 

（３）児童扶養手当の拡充                    １，８１１，０６０千円 

   児童扶養手当の第２子加算額を５千円から１万円へ、第３子以降加算額を３千円か 

  ら６千円へ増額する。 
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児童虐待防止対策の充実  

 

    担当 こども安全課 総務･児童相談担当  

内線 ３３３５             

 

１ 目 的 

 【児童虐待防止対策の推進】 

    児童虐待に関する研修の実施等により、市町村の体制を強化するとともに、児童相談

所の機能を強化し虐待通告への適切な対応を行う。 また、医療機関における児童虐待

対応力の向上を図る。 

 

 

２ 予 算 額     １９１，０４７千円 

 

３  事業概要 

（１）市町村における相談体制強化                 ８，３７６千円 

 ア 虐待相談の中核となるケースワーカーの養成 

イ 相談援助技術向上のための支援 

   

（２）児童相談所における相談機能強化             １０１，２４７千円 

ア 警察官ОＢ職員の配置 

イ 虐待相談対応職員の配置 

 

（３）児童虐待ケア対策の強化                  ７８，２７１千円 

ア 児童虐待防止啓発事業の展開 

イ 児童相談所と一時保護所への心理職員の配置 

ウ 一時保護所学習指導員の配置 

 

（４）児童虐待対応医療ネットワークの体制整備（新規）       ３，１５３千円 

  ア 児童虐待専門コーディネーターを拠点病院に配置 

  イ 医療機関向け研修の実施 



一部新規 
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児童養護施設退所児童へのアフターケア  

 

    担当 こども安全課 養護担当  

内線 ３３３１        

 

１ 目  的 

  【児童養護施設退所児童へのアフターケア】 

 児童養護施設を退所する児童等を対象として、就労、住宅、生活相談の各支援を組み

合わせた総合的な自立支援を実施するとともに、大学等への進学者に低額で住宅を提供

する。また、修学継続や自立のための資金の貸付を行う。 

 

２ 予 算 額     ３６１，８２９千円 

 

３ 事業概要 

 
（１）児童養護施設退所児童等を対象とした就労支援         ５，５６１千円 

ア ゲストスピーカーを招いて就労意欲喚起セミナーを開催 

イ 履歴書の書き方指導、模擬面接や就労体験を実施 

ウ 退所後に失業した者に再就職先をあっせん 

 

（２）児童養護施設退所児童等を対象とした進学支援         ８，５００千円 

ア 民間アパートなどを借上げ、大学等への進学者に住居を提供 

 イ 共同生活で社会からの孤立を予防 

ウ 生活支援員が進学から就職、卒業後の単身生活まで一貫支援 

 

（３）児童養護施設退所児童等を対象とした貸付事業（新規）   ３４７，７６８千円 

ア 大学等への進学者に家賃及び生活費を貸付 

イ 就職した者に家賃を貸付 

ウ 資格取得に必要となる費用を貸付 
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介護人材の確保・定着の促進  

 

         担当  高齢者福祉課  介 護 人 材 担 当  内線 ３２３２ 

                社 会 福 祉 課 施設指導・福祉人材担当  内線 ３２２５ 

 

１ 目  的 

  【各種事業による介護人材の確保・定着の促進】 

  介護人材の確保・定着の促進を図るため、高齢者等の介護事業所への就労支援、潜在

介護職員の復職支援、介護福祉士養成施設在学者への修学資金貸付の実施、優良介護事

業所の認証、介護ロボットの導入支援、新任介護職員の定着支援、介護のイメージアッ

プ、介護支援専門員の研修受講支援などを実施する。 

 

２ 予 算 額    １,５５８,６１９千円 

 

３ 事業概要 

（１）介護人材の確保 

  ア 介護人材確保促進事業                             ９,０００千円 

    介護職員初任者研修修了後、３か月以内に県内介護事業所に就職し、６か月以上

継続して勤務した者に研修受講費の一部を補助する。 

 

  イ 潜在介護職員復職支援事業（一部新規）          ３０５,２９８千円 

    離職した介護職員を対象に復職前研修や就職先とのマッチングを行うとともに、

再就職準備金の貸付けを行う。 

 

  ウ 高齢者等介護職就労支援事業（新規）            ７１,９１２千円 

    高齢者等に初任者研修等を受講させ、介護事業所に就職させた事業者に研修に係

る経費等を補助するとともに、当該高齢者等を雇用した介護事業所に準備金を支給

する。 

 

  エ 介護職員雇用推進事業                                   ２６１,５００千円 

     介護未経験者を対象に職場体験研修や初任者研修を修了させ、介護事業所に就職

させた事業者に研修に係る経費等を補助する。 

 

  オ 優良介護事業所認証事業（新規）               １,７５９千円 

    人材育成や入所者等への処遇について優れた取組を行っている介護事業所を認証

する。 
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  カ 介護の仕事体験事業（新規）                           ２,３６０千円 

    非正規雇用労働者等を対象に介護事業所での職場体験を実施する。 

 

  キ 福祉・介護人材育成促進事業                ７４５,８４０千円 

       介護福祉士養成施設在学者で、将来、県内の社会福祉施設等へ就職を希望する者

に対し、修学資金を貸与する。 

 

（２）介護人材の定着 

  ア 介護職員資格取得支援事業                 ６３,７３３千円 

    介護現場で働きながら実務者研修を受講し、介護福祉士国家試験に合格した者に

係る研修受講料の一部を補助するとともに、研修受講中の代替職員人件費を補助す

る。 

 

  イ 介護人材バンク事業                         ５,５９１千円 

    介護職員の休暇取得や研修受講の際に、必要に応じて代替の職員を紹介するとと

もに、当該代替職員人件費を補助する。 

 

  ウ 介護ロボット普及促進事業（新規）             １０,０００千円 

    介護ロボットを購入又はレンタルした介護事業所に対し、経費の一部を補助する。 

 

  エ 新任介護職員定着支援事業（新規）              ５,１００千円 

    新任介護職員を対象に研修や交流イベントを実施する。 

 

  オ 介護支援専門員研修の支援（新規）              ５８,６００千円 

    研修実施機関に対して必要経費の一部を補助する。 

 

（３）介護のイメージアップ 

  ア 介護の魅力ＰＲ等推進事業      １４,８２８千円 

    介護の魅力をＰＲするため若手介護職員を中心とした介護の魅力ＰＲ隊による大 

学・高校等への訪問や県外での人材募集活動等を実施する。 

 

  イ 介護職員永年勤続表彰事業                    ３８３千円 

    永年勤続の介護職員（勤続２０年及び１０年）を表彰する。 

 

  ウ メッセージカード事業                    ２,７１５千円 

    介護職員等への感謝の気持ちなどをメッセージカードで伝える運動を推進する。 
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地域包括ケアシステムの構築促進  

 

担当 地域包括ケア課 地域包括ケア担当  内線 ３２５６ 

 総務・介護保険担当 内線 ３２５５  

 

 

１ 目  的 
  【市町村における地域包括ケアシステムの構築促進】 
  団塊の世代が７５歳になる平成３７年に向けて地域ごとの包括的なサービス提供体制

を構築するため、市町村の取組を支援する。 

 

２ 予 算 額     ８１，７２３千円 
 
３ 事業概要 
（１）地域包括ケアシステム構築促進事業              ６，３８０千円 

   市町村における生活支援サービスの体制整備、医療と介護が連携したサービス提供

体制づくりなどを支援する。 

 

（２）地域包括ケアシステムモデル事業（新規）              ６２，９４３千円  

    地域包括ケアシステムのモデル事業を都市部と町村部で実施し、それぞれのシステ

ムの構築手法を示すことで、市町村における地域包括ケアシステム構築を促進する。 

 

（３）要介護度改善モデル事業費（新規）             １２，４００千円 

   利用者の要介護度の改善に取り組む介護事業所に対して表彰などを行うことによ

り、要介護状態の悪化の防止・軽減を図る。 

 

 

【地域包括ケアシステムモデル事業】 

 

●都市部・町村部ごとにモデル市町村を選定 （計４市町村）

●モデル１市町村を含む二次医療圏を選定

元気高齢者が運営する
歩いて通える場所での

体操教室

介護予防

多職種が連携する地域

ケア会議で自立に資する
ケアプラン作成

自立促進

元気高齢者を生活
支援の担い手として
養成

掃除や調理などの
日常生活支援
サービス

生活支援

認知症ケア体制の整備
・認知症カフェの開催 ・認知症専門相談窓口の設置
・認知症疾患医療センターを中心とした連携体制づくり

認知症
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定期巡回・随時対応サービスの普及促進  

 

 

担当 地域包括ケア課 地域包括ケア担当 内線 ３２５６ 

高齢者福祉課  施設整備担当   内線 ３２４９ 

 

１ 目  的 

  【市町村における定期巡回・随時対応サービスの普及促進】 

  介護と看護が連携して２４時間対応で在宅生活を支える定期巡回・随時対応サービス

の普及促進を図る。 

 

２ 予 算 額     ４３９，２２６千円 

 

３ 事業概要 

（１）定期巡回・随時対応サービス普及促進事業費（新規）      ８，０３６千円 

   定期巡回・随時対応サービスの未実施市町村における事業所の新規参入を促すため、

運営費の助成と運営支援アドバイザーの派遣等を行う。 

 

（２）介護基盤緊急整備等特別対策事業費            １５３，０９０千円 

   定期巡回・随時対応サービスの事業所の整備に必要な改修等の経費を助成する。 

 

（３）施設開設準備経費等支援事業費                  ２７８，１００千円  

    定期巡回・随時対応サービスの提供に必要な備品等の経費を助成する。 
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特別養護老人ホーム等の整備促進 

 

         担当 高齢者福祉課 施設整備担当 

         内線 ３２６０          

 

１ 目  的 
  【特別養護老人ホームの整備促進による介護基盤の充実】 
  特別養護老人ホームの整備等に要する費用の一部を補助することにより、特別養護老
人ホームの整備等を促進し、介護基盤の充実を図る。 

 
２ 予 算 額     ３，８６１，８８０千円 
 
３ 事業概要 
（１）特別養護老人ホーム等の整備                  ３，６８９，８８０千円 
    特別養護老人ホームの創設及び増床を促進するため、整備を行う社会福祉法人に

対し整備費を補助する。 

    平成２８年度は、２６施設１，８０１人分が完成する予定。 

・補助基準 
  施設整備費（創設3,000千円／人、増床2,160千円／人） 
  設備整備費（補助率1/2（上限25,000千円／施設）） 

 

           
 
 
 
（２）老朽化施設の居室環境等改善                       １７２，０００千円 
       老朽化した特別養護老人ホームの居室環境等を改善するため、改築又は大規模修

繕を行う社会福祉法人に対して整備費を補助する。 
    ・改築 ２施設  ・大規模修繕 ２施設  

・補助基準 
  施設整備費（改築3,000千円／人） 
       （ 大規模修繕1,000千円／人・補助率1/2） 

 

23,478人分  
25,060人分  26,328人分  

29,409人分  
30,871人分  

32,672人分  

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

（実績） （実績） （実績） （実績） （見込み） （予算） 

【特別養護老人ホームの整備見込】 

※ 政令市・中核市・自費整備分を含む。 

9，194 人分を整備 
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市町村介護保険財政支援  

 

 

                    担当 地域包括ケア課 総務・介護保険担当 

                    内線 ３２５５ 

 

１ 目  的 

  【介護保険の円滑な制度運営】 

  介護保険法に基づき、市町村の介護保険給付及び地域支援事業に要する費用の法定割

合を負担するとともに、介護保険財政の安定化を図るため、介護保険財政安定化基金を

管理し、貸付を行う。 

  また、６５歳以上の低所得者の保険料負担の軽減を行う。 

 

２ 予 算 額     ６４，０５８，４６４千円 

 

３ 事業概要 

（１）介護給付費負担金                             ６１，０１５，４１９千円  

（２）地域支援事業交付金                    ２，４７１，６７０千円 

（３）介護保険財政安定化基金事業                       ３７２，３７１千円 

（４）低所得者保険料軽減負担金                １９９，００４千円 

 

             

 

  

    ６５歳以上の保険料  

    

  

     ４０歳から６４歳までの保険料 

       (医療保険料と併せて支払う) 

 

     国 

        施設等給付費      ２０％ 

        その他の給付費    ２５％ 

        （うち５％は調整交付金） 

 

    埼玉県  

       施設等給付費     １７．５％ 

      その他の給付費   １２．５％ 

                 61,015,419千円 

 

 

    市町村         １２．５％  

 

 

 

介護給付費 

28% 

50% 

22% 
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発達障害児・者への支援 

 

                      担当 福祉政策課 発達障害対策担当 

                      内線 ３５６７ 

 

１ 目  的 

  【生涯を通じた発達障害児・者支援の推進】 

発達障害児・者が乳幼児期から成人期まで生涯を通じて適切な支援を受けられるよう

に、専門的な知識を持つ人材の育成、親への支援、診療・療育体制の強化、就労の支援

を推進する。 

また、県立小児医療センターの診療体制の拡充に併せて、本県の発達障害支援の拠点

となる「発達障害総合支援センター（仮称）」を開設する。 

 

２ 予 算 額     ７４３，１０４千円 

 

３ 事業概要 

（１）人材の育成                          ３０，１１３千円 

  ア 「発達支援サポーター」等の人材育成 

   ・保育所、幼稚園等で発達障害に早期に気づき、適切な支援ができる「発達支援サ

ポーター」の育成 

   ・市町村で発達障害児・者支援の中心となる「発達支援マネージャー」の育成 

   ・小学校で発達障害児に適切な支援ができる人材の育成 

 イ 医療・療育の専門職の人材育成 

  ・医師及び看護師に対する研修 

  ・療育を担う作業療法士等に対する研修 

  ・保健師及び障害児通所支援事業所の職員に対する研修 

 

（２）親への支援                          １５，５１２千円 

  ア 障害児通所支援事業所への巡回支援 

     作業療法士等の専門職が事業所を巡回し、職員への助言や保護者への療育相談

等を実施 

  イ 親のストレスを解消する子育て応援講座の実施 

  ウ ペアレントメンターによる相談の実施 

     発達障害の子供を持つ親が自らの子育て経験を生かし、相談・助言を実施 
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（３）診療・療育体制の強化                    １５５，９６４千円 

  ア 中核発達支援センターの運営（３か所） 

     医療型障害児入所施設に医師・作業療法士等の専門職を配置し、診療と療育を   

一貫して実施 

  イ 地域療育センターの運営（９か所 うち新規３か所） 

     児童発達支援センター等に作業療法士等の専門職を配置し、身近な地域の療育    

体制を拡充 

 

（４）就労の支援                         １１６，９９３千円 

  ア 発達障害者就労支援センターの運営（４か所 うち新規１か所） 

     発達障害者に特化した就労支援機関を設置し、就労に関する相談、作業体験を    

通じた職業能力の評価、職場で必要なコミュニケーション能力やビジネスマナー    

を習得する訓練、就職活動支援、職場での定着までをワンストップで支援 

 

（５）発達障害支援拠点の設置・運営                 ４２４，５２２千円 

  ア 発達障害総合支援センター（仮称）の開設 

     本県の発達障害支援の拠点の設置・運営（平成２９年１月開設予定） 

  イ 発達障害者支援センター「まほろば」の運営 

 

 

 

＜参考＞ 

【発達障害とは】 

 先天的な脳機能障害であって、以下のような障害がある。 

 ・自閉症、アスペルガー症候群等の広汎性発達障害（例：対人関係が困難等） 

 ・学習障害（例：「読む」「書く」「計算する」等のいずれかが著しく困難） 

 ・注意欠陥多動性障害（例：「不注意」「多動・多弁」「衝動的な行動」） 
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民間からの障害者スポーツ・芸術文化活動への支援促進 

 

                  担当 障害者福祉推進課 社会参加推進担当 

内線 ３３０９            

１ 目  的 

  【障害者スポーツ・芸術文化活動への支援促進】 

   スポーツや芸術文化活動にチャレンジする障害者に対し、企業等が資金面や雇用面 

  で支援する仕組みを構築し、オリンピック・パラリンピックレガシーとして障害者の 

  社会参加を一層促進する。 

 

２ 予 算 額     ２,７７０千円 

 

３ 事業概要 

（１）民間からの支援の促進                      ７７０千円 

  ア 企業等との協定による支援 

     クレジットカード会社等と協定を結ぶことで、カードの売上金額の一部やポイ 

    ント相当額を県に寄附する仕組みを創設する。 

  イ 企業等による応援制度 

     指定寄附による支援制度を創設し、企業等からの資金や物品の寄附、障害者雇 

    用等を訪問等により働きかける。 
 

  ※ 上記ア、イにより集めた資金は指定寄附として「シラコバト長寿社会福祉基金」

に受け入れる。 

 

（２）団体等への活動費補助                     ２,０００千円 

  企業等からの寄附金額の範囲内で、障害者のスポーツや芸術文化活動を支援する

団体等に対し活動費を補助する。 
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パラリンピック障害者アート 文化プログラムの推進 

 

                  担当 障害者福祉推進課 障害者芸術・文化担当 

                  内線 ３３１２       

 

 

１ 目  的 

  【障害者に対する「心のバリアフリー」の浸透】 

  オリンピック・パラリンピックの気運を醸成し、オリンピック・パラリンピックレガ

シーとして障害者に対する「心のバリアフリー」を浸透していくため、障害者アートフ

ェスティバルの実績を活かし、発展させたイベントを開催する。 

 

２ 予 算 額     ７，１５２千円 

 

３ 事業概要 

  ～近藤良平プロデュース～ 

  障害者ダンスチーム「ハンドルズ」と県内高校生によるダンス公演 

 

 ※ ハンドルズとは、ダンス界では名高い近藤良平と埼玉県内の障害者が長期間のワー 

  クショップを経て結成したダンスカンパニー。平成２１年度から４回の公演実績があ 

  る。 

 

 

 

 

「ハンドルズ」ダンス公演の様子（平成２７年１２月） 
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障 害 者 差 別 解 消 の 推 進 

 

                  担当 障害者福祉推進課 障害者計画・団体担当 

                  内線 ３２９４       

 

 

１ 目  的 

 【障害者差別解消の推進】 

  障害者差別解消法に基づき、県民等への普及啓発、県民からの相談窓口の設置、障害 

 者差別解消支援地域協議会を開催する。 

 

 

２ 予 算 額     ６，０８７千円 

 

 

３ 事業概要 

（１）県民等への普及啓発                         

障害者差別解消法の施行や障害者への合理的配慮について事業者等に対する説明会

を開催するとともに、リーフレットを作成・配付する。 

 

 

（２）相談窓口の設置        

   障害者差別及び合理的配慮の不提供に係る県民からの相談に対応するため、相談窓 

  口を設置する。 

 

 

（３）障害者差別解消支援地域協議会の開催                        

   障害者差別に関する相談等について情報を共有し、障害者差別を解消するための取 

  組を効果的かつ円滑に行うため、障害者差別解消支援地域協議会を開催する。 
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障害児（者）福祉施設等の整備促進 

 

担当 障害者支援課 施設整備・法人指導担当 

内線 ３３１３ 

 

１ 目 的 

  【障害者の地域生活の支援】 

  障害児（者）の生活の場である障害者入所施設や通所事業所等の整備費を社 

  会福祉法人等に助成し、障害者の地域生活を支援する。 

 

２ 予 算 額     ２，０２５，８３１千円 

 

３ 事業概要 

（１）障害者施設の整備               １，９４５，１８８千円 

   社会福祉法人等が設置する障害者入所施設や通所事業所の創設等に係る

建設費を助成する。 

   ・補助施設数 入所施設の創設   １か所 

          通所事業所の創設 １０か所 

          大規模修繕     １か所 

 

（２）グループホーム等のスプリンクラー整備        ８０，６４３千円 

   既存の障害者グループホーム等が新たにスプリンクラーを設置する場合

に、その費用の一部を助成する。 

     ・補助施設数 グループホーム  １６か所  
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生活保護受給者と生活困窮者に対する切れ目のない支援  

 

担当 社会福祉課 生活困窮者支援担当  

内線 ３２７１ 

 

１ 目  的 

  【生活保護受給者と生活困窮者の自立支援】 

 生活保護受給者に対し、職業訓練・住宅・就労自立に関する支援員を配置し、県福祉

事務所のケースワーカーと連携して自立を支援する。 

 生活に困窮し、生活保護となるおそれのある生活困窮者に対し、生活・就労・

家計に関する支援員を配置し自立を支援する。 

 併せて、貧困の連鎖を断つため、高校進学や高校中退防止を目的とした学習

支援を実施する。 

 

２ 予 算 額     ２８３，３１５千円 

 

３ 事業概要 

（１）生活保護受給者チャレンジ支援事業 

  ア 職業訓練支援員事業                １７，５７２千円 

 直ちに就労できない生活保護受給者を、本人の職歴や適性に応じて職業

訓練の受講に結び付け、就職に必要となる技能の習得を支援し、就労機会

を拡大する。 

 

  イ 住宅ソーシャルワーカー事業            １１，６７７千円 

 住宅ソーシャルワーカーが、無料低額宿泊所に入所している生活保護受

給者の年齢や生活能力等を踏まえて民間アパートや社会福祉施設に入居

させ、安定した地域生活が送れるよう支援する。 

 

  ウ 被保護者就労・自立支援事業            ５５，１７９千円 

 就労・自立支援専門員が就労相談や求人情報の提供等、就労支援を実施

するとともに、在宅医療、在宅介護等、地域生活における自立を支援する。 

 

（２）生活困窮者自立支援事業 

  ア 自立相談支援事業等               １３０，４２０千円 

    町村部の生活困窮者の自立を支援するため、以下の事業を実施する。 
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（ア）自立相談支援事業：生活困窮者が抱える課題に応じた総合相談、自立

支援プランの作成、関係機関との連絡調整等を行う。 

（イ）住居確保給付金：離職により住居を失った生活困窮者に家賃費用を

支給する。 

（ウ）就労準備支援事業：直ちに就労できない生活困窮者に対し、技能講習

や就労体験等の職業訓練の機会を提供して就労を

目指す。 

（エ）一時生活支援事業：住居のない生活困窮者に一時的に衣食住を提供す

る。 

（オ）家計相談支援事業：家計収支を改善させ生活再建を支援する。 

 

  イ 学習支援事業                   ６８，４６７千円 

 貧困の連鎖を断つために、生活保護受給世帯及び生活困窮世帯の中学

生・高校生を対象に以下の支援を実施する。 

（ア）学習教室を設置して学習支援を行い、高校進学・高校中退防止を支

援する。 

（イ）学習支援員が家庭訪問し、子供の学習に係る相談支援を行う。 
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生活保護受給者の後発医薬品の使用促進  

 

            担当 社会福祉課 医療保護・ホームレス対策担当  

            内線 ３２８３                 

 

 

 

１ 目  的 

 【医療扶助の適正化推進】 

  医療扶助の適正化を推進するため、生活保護受給者の後発医薬品の使用を促進する。 

 

 

２ 予 算 額    ３，２００千円 

 

    

３ 事業概要 

 後発医薬品への変更が可能な生活保護受給者に対し、薬剤師等が助言・指導

等を行い後発医薬品の使用を促す。 

 

（１）薬剤師及び福祉事務所職員が受給者に対し助言・指導を行い、後発医薬品

に対する不安や偏見をなくし、使用を促進する。 

 

（２）薬剤師等が生活保護法指定薬局に対し、協力依頼を行う。 

 

（３）薬剤師が福祉事務所のケースワーカーや医療事務担当者に対し、後発医薬

品への切替えがしやすい医薬品の情報や受給者へのアプローチの方法など

を助言する。 
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埼玉県子育て応援行動計画の推進  
 

        担当 少子政策課   総務・子育てムーブメント担当 内線 ３３２０ 

                  子 育 て 環 境 整 備 担 当  内線 ３３２２ 

                                   企 画 ・ 人 材 確 保 担 当  内線 ３３４９  

                          施 設 運 営 担 当 内線 ３３３０ 

                                   施 設 整 備 ・ 指 導 担 当  内線 ３３２８  
                    こども安全課  総 務 ・ 児 童 相 談 担 当 内線 ３３３５  

                                   養 護 担 当  内線 ３３３１  

                                 児童・権利擁護担当  ０４８－８３４－８７５５  

 

１ 目  的 

   【誰もが子どもを生み育てることに喜びを感じられる社会づくり】 

 「すべての子供の最善の利益」を目指して「子育ち」「親育ち」を支援するとともに、

地域全体での子育て支援を通じて、誰もが子供を生み育てることに喜びを感じられる社

会づくりを進めるため、少子化対策の推進と子育て支援の充実を図る。 

 

 

２ 予算総額    ２０，７５４，２１０千円 

        

 

３ 事業概要 

（１）少子化対策の推進 

  ア 多子世帯保育料軽減事業（新規）            ６４８，９６３千円 

    多子世帯における経済的負担を軽減するため、保育所等に入所する第三子以降の   

   児童（満３歳未満）の保育料を助成する。 

 

  イ ＳＡＩＴＡＭＡ出会いサポート事業（一部新規）      １７，０８８千円 

    民間事業者や市町村等と連携して、結婚を希望する未婚者に出会いの機会を提供

するとともに、「埼玉結婚 応援サポーター」（仮称）を結成し、結婚支援に取り組

む。 

 

  ウ 少子化対策推進事業                  １００，０００千円 

    市町村が実施する結婚、出産、乳児期を中心とする温かい社会づくり・気運の醸

成の取組や経済的な理由で結婚に踏み出せない低所得者を支援する取組に対して助

成を行う。   

 

  エ 多子世帯応援ショップ事業の推進（新規）          ４，８０４千円 

    子供が３人以上の多子世帯向けに特典を提供する協賛店を広く募集し、社会全体 

   で多子世帯を応援する気運を醸成する。 

 

（２）「子供の育ち」と「子育て」の支援 

  ア 保育所等の待機児童の解消 

  （ア）保育所の整備促進                ２，９６７，２８４千円 

     増加する保育需要に対応するため、認可保育所の整備を促進する。 
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（イ）保育サービス施設の整備等促進（一部新規）    ３，９０７，７９９千円 

 認可外保育所の認可化移行や小規模保育の整備など多様な保育需要への対応

を図る。 

 

  （ウ）幼稚園における保育の促進              ２，９４８，５７３千円 

     保育と教育の機能を併せ持つ認定こども園の整備や、幼稚園の預かり保育の充

実を支援し、保育を必要とする家庭が幼稚園を利用しやすい環境を整える。 

 

  イ 多様な保育サービスの充実 

  （ア）延長保育                      ３７２，２０８千円  

     民間保育所において、１１時間の開所時間を超えて実施する延長保育に対して、

必要な経費を補助する。 

 

  （イ）一時預かり事業                   ３１１，７３６千円  

     家庭において、一時的に保育を受けることが困難になった乳幼児を一時的に預

かり、必要な保護を行う一時預かり事業に対して、必要な経費を補助する。 

 

  （ウ）病児保育                      １５３，２９６千円  

     保護者が仕事の都合で休めない時に、病気の児童を一時的に保育する病院・保

育所等や保育中に体調不良となった児童への緊急対応を行う保育所に対して、必

要な経費を助成する。 

 

  （エ）安心・元気！保育サービス支援          １，１２８，６００千円  

     特に手厚い支援が必要な一歳児保育を担当する保育士の加配や０歳児の年度途

中入所に対応するための保育士配置を支援し、子供が安心・元気に過ごせる保育

環境を整備する。 

 

  ウ 保育の人材確保等（一部新規）           ２，０５７，２９７千円 

       潜在保育士を活用するため、「保育士・保育所支援センター」を運営し、潜在保

育士の就職相談や就職あっせん等を行うとともに、保育士試験合格者及び保育士養

成校の学生が県内で就職するよう、保育士就職フェアなどを通して県内保育所をピ

ーアールする事業を行う。また、新たに保育士の修学資金や潜在保育士の就職を経

済的に支援する貸付事業を行う。 

 

  エ 放課後児童クラブの充実              ４，０１３，６１４千円 

    共働き等で、昼間保護者のいない家庭の小学生の健全な育成を図るため、遊びや

生活指導等を行う「放課後児童クラブ」の運営に必要な経費を補助するとともに、

放課後児童クラブの整備を促進する。 

 

  オ 地域の子育て環境支援               １，１５２，５３６千円 

    子育て中の親子が交流を深め、不安や悩みを相談したり、孤立を解消できる子育

て支援センター及び預けたい人と預かることができる人をつなぐ地域の相互援助組

織であるファミリー・サポート・センターの運営に必要な経費を補助する。 

 

  カ 保育所・幼稚園の親支援事業の推進             ６，５９６千円 

    保育所・幼稚園で保護者の保育参加を促進し、親の養育力向上を図るとともに、 

 ボランティアが家庭を訪問し、子育ての不安等の軽減を図る。 
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（３）子育てムーブメントの醸成 

  ア パパ・ママ応援ショップ事業の推進             ７，１５３千円  

    子育て世帯への優待制度である「パパ・ママ応援ショップ」事業や乳幼児連れの 

   外出を支援する「赤ちゃんの駅」登録事業をさらに充実させ、「子育てムーブメント」 

   の社会全体への浸透を図る。 

 

  イ 多子世帯応援ショップ事業の推進［再掲］          ４，８０４千円 

    子供が３人以上の多子世帯向けに特典を提供する協賛店を広く募集し、社会全体 

   で多子世帯を応援する気運を醸成する。 

 

 

（４）児童虐待防止・児童養護対策の充実 

  ア 子供を虐待から守る地域づくり 

  （ア）児童虐待防止対策の充実（一部新規）         １９１，０４７千円 

 児童虐待の芽を早期に摘むため、専門的な研修の実施により、市町村の体制を

強化する。また、警察官ＯＢ職員の配置等、児童相談所の機能を強化し、児童虐

待通告への適切な対応を行う。さらに、医療機関における児童虐待対応力の向上

を図る。 

 

（イ）県・市町村における相談・支援体制の充実         ８１，８７０千円 

児童虐待通告に24時間対応できる体制や子供に関わる様々な相談に適切に対応

していく体制を整備する。また、市町村が担う「要保護児童対策地域協議会」の

運営や児童相談機能について積極的な支援を行い、強化を図る。 

  

  イ 社会的養護の充実 

  （ア）里親委託の推進                   １５４，６３４千円 

     里親委託等推進員の配置や里親制度の普及・啓発により、里親委託を推進する。 

 

  （イ）児童養護施設等入所児童のケアの充実         １６７，２８３千円 

     県内の児童養護施設等が行う入所児童の社会性の醸成、感染症予防及び優良な

職員の確保等の対策を総合的に支援することにより、施設の機能強化と児童のケ

ア体制の充実を図る。 

 

  （ウ）児童養護施設退所児童へのアフターケア（一部新規）  ３６１，８２９千円 

     児童養護施設退所児童を対象として、就労、住宅、生活相談の各支援を組み合 

    わせた総合的な自立支援を実施するとともに、大学等への進学者に低額で住宅を 

    提供する。また、修学の継続や自立を支援するための資金の貸付事業を推進する。 

 

 

， 
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埼玉県高齢者支援計画の推進  

           

 

担当 高 齢 者 福 祉 課 総務・高齢企画担当  内線 ３２４５ 

施 設 ・ 事 業 者 指 導 担 当  内線 ３２４７ 

施 設 整 備 担 当  内線 ３２６０ 

介 護 人 材 担 当  内線 ３２３２ 

地 域 包 括 ケ ア 課 総 務 ・ 介 護 保 険 担 当  内線 ３２６４ 

地域包括ケア担当  内線 ３２５６ 

認知症・虐待防止担当  内線 ３２５１ 

社 会 福 祉 課 施設指導・福祉人材担当   内線 ３２７６ 

障害者福祉推進課 社会参加推進担当   内線 ３３０９ 

        

 

１ 目  的  

  【高齢者支援計画に基づく介護サービス基盤の整備等】 

  介護や支援が必要になっても、住み慣れた地域で安心して暮らし続けるこ

とができる体制（地域包括ケアシステム）の構築に努める。 

  「埼玉県高齢者支援計画」に基づき、在宅介護サービスの充実や特別養護

老人ホーム等の施設整備などを推進する。 

 

２ 予算総額   ７５，５６４，０４２千円  

        

３ 事業概要  

（１）高齢者の健康・いきがいづくり  

  ア 高齢者社会活動推進事業費           ８８，６４１千円 

    彩の国いきがい大学の運営等により、地域活動のリーダー養成、活動

情報や活動の場の提供など、高齢者の社会活動を支援する。  

 

  イ 老人クラブ活動助成費             ４８，０５６千円  

    老人クラブ等が実施するボランティア活動、教養活動、健康増進活動

等の経費を補助する。  

 

  ウ 高齢者いきいきライフ推進事業費         ８，４５４千円  

    彩の国プラチナフェスティバル等の事業を通して、高齢者のいきがい

の高揚を図るとともに、健康づくりを促進する。  
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（２）地域包括ケアシステムの構築  

  ア 地域包括ケアシステム構築促進事業        ６，３８０千円 

    新たに市町村に義務付けられた生活支援サービスの体制整備や医療と

介護が連携したサービス提供体制づくりなどの取組が、平成３０年４月

までに確実に実施されるよう支援する。 

 

  イ 地域包括ケアシステムモデル事業 （新規）   ６２，９４３千円  

    地域包括ケアシステムのモデル事業を都市部と町村部で実施し、それ

ぞれのシステム構築の手法を示すことで、市町村の地域包括ケアシステ

ムの構築を促進する。 

 

  ウ 要介護度改善モデル事業費（新規）       １２，４００千円 

    利用者の要介護度の改善に取り組む介護事業所に対して表彰などを行

   うことにより、要介護状態の悪化の防止・軽減を図る。 

 

  エ 定期巡回・随時対応サービス普及促進事業費（新規）８，０３６千円  

    定期巡回・随時対応サービスの未実施市町村における事業所の新規参

入を促すため、運営費の助成と運営支援アドバイザーの派遣等を行う。 

 

  オ 市町村地域支援事業促進事業費          １，３６７千円  

    地域包括ケアシステムで中核的な役割を担う地域包括支援センター職

員に対する研修を実施する。 

 

  カ 地域リハビリテーション推進費         １２，９８３千円 

    地域リハビリテーション・ケアサポートセンターを増設（５→１０）

し、市町村の地域包括支援センターや障害者相談支援センターにおける

リハビリテーションの相談活動等の支援を実施する。 

 

  キ 認知症の人にやさしい地域づくり推進事業費    １，８３１千円 

    認知症になっても地域で安心して暮らせる社会をつくるため、認知症

サポーターの養成や市町村の認知症施策の体制整備を促進する。 

   

  ク 高齢者虐待対策事業費              ４，０７６千円  

    高齢者虐待防止に関する普及啓発を行うとともに、市町村における高

齢者虐待対応、相談窓口、ネットワークづくり等の体制整備を支援する。 

 

（３）介護保険施設等の整備  

  ア 特別養護老人ホーム等整備促進事業費   ３，８６１，８８０千円  

    特別養護老人ホームの創設及び増床等を促進するため、整備を行う社

会福祉法人に対し整備費の一部を補助する。  
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イ 介護基盤緊急整備等特別対策事業費    ３，８７９，４６９千円  

  地域密着型特別養護老人ホームなどの小規模施設等の整備に要する工

事費用に対する補助を行う。 

ウ 施設開設準備経費等支援事業費      １，９４９，４９１千円  

  特別養護老人ホーム等介護施設の円滑な開設のため、施設の開設準備

に要する経費に対する補助を行う。  

 

（４）介護人材の確保・定着の促進  

ア 介護人材確保・定着促進事業費等（一部新規） 

                      １，５５８，６１９千円 

  介護人材の確保・定着の促進を図るため、高齢者等の介護事業所への

就労支援、潜在介護職員の復職支援、介護福祉士養成施設在学者への修

学資金貸付の実施、優良介護事業所の認証、介護ロボットの導入支援、

新任介護職員の定着支援、介護のイメージアップ、介護支援専門員の研

修受講支援などを実施する。 

 

イ ユニットケアフォローアップ研修等事業費       ９５２千円 

    介護保険施設の入所者の自立的な日常生活に資するため、職員に対し

てユニットケアや口腔ケアに関する研修等を実施する。 

 

（５）介護保険の円滑な制度運営  

ア 市町村介護保険財政支援事業費     ６４，０５８，４６４千円 

    市町村の介護保険給付及び地域支援事業に要する費用の法定割合を負

担するとともに、介護保険財政の安定化を図るため、基金を管理し、資

金の交付・貸付事業を行う。また、６５歳以上の低所得者の保険料負担

の軽減を行う。 
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埼玉県障害者支援計画の推進 

 

担当   障害者福祉推進課   自 立 支 援 医 療 担 当   内線 ３２９５ 

社 会 参 加 推 進 担 当   内線 ３３１１ 

障害者芸術・文化担当   内線 ３３１２ 

障害者計画・団体担当   内線 ３２９４ 

障 害 者 支 援 課   総 務 ・ 市 町 村 支 援 担 当   内線 ３３１９ 

地 域 生 活 支 援 担 当   内線 ３３１７ 

就 労 支 援 担 当   内線 ３５５６ 

施設整備・法人指導担当   内線 ３３１３ 

施 設 支 援 担 当   内線 ３３１４ 

社 会 福 祉 課   施設指導・福祉人材担当   内線 ３２７６ 

福 祉 政 策 課   発 達 障 害 対 策 担 当   内線 ３５６７ 

 

１ 目 的 

  【「共生社会」の実現を目指した障害者施策の推進】 

  障害のある人が社会の構成員として障害のない人と分け隔てられることなく

生活できる社会＝「共生社会」の実現を目標とする「埼玉県障害者支援計画（計

画期間：平成２７年度～平成２９年度）」に基づき、障害者施策の推進を図る。 

 

２ 予 算 額     ３０，１２５，３７９千円 

 

３ 事業概要 

（１）障害者への理解促進と差別解消 

  ア 障害者差別解消推進事業（新規）           ６，０８７千円 

    障害者差別解消法に基づき、県民等への普及啓発、県民からの相談窓口の 

   設置、障害者差別解消支援地域協議会を開催する。 

 

  イ 障害者虐待対策事業（一部新規）           ２，９７６千円 

    障害者虐待防止法に基づき、障害者支援施設の従事者や管理者、市町村職

員等の専門性強化を図るための研修を実施するとともに、障害者権利擁護セ

ンターにおいて２４時間体制の通報受付を行う。 

    また、行政の虐待対応体制を一層強化するため、市町村の対応力の拡充と

情報交換等を目的に、担当者を集めた連絡会議を開催する。 

 

（２）障害者の地域生活の充実・社会参加の支援                                  

  ア ホームヘルプサービス事業          ３，２２８，０３７千円 

    障害児（者）の家庭を訪問し、入浴等の介護、家事援助等を行う事業を実

施する市町村に対して、その経費の一部を負担する。 
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  イ 心身障害児通園訓練費            ４，５２５，０５８千円 

     在宅の障害児が通所して、日常生活の基本動作、集団生活への適応促進の

ための指導・訓練を受ける事業を実施する市町村に対して、その経費の一部

を負担する。 

 

  ウ 障害児（者）短期入所事業            ３９３，０９２千円 

    障害児（者）のいる家庭において、介護者の病気等で介護が困難になった

場合に、障害児（者）を一時的に施設等に入所させ、介護等を行う事業を実

施する市町村に対して、その経費の一部を負担する。 

  

  エ 在宅超重症心身障害児の家族に対するレスパイトケア事業 

                             ４８，０７０千円 

    医療的ケアを必要とする超重症心身障害児を在宅で介護する家族の精神的 

   ・身体的負担の軽減を図るため、対象児をショートステイ及びデイサービス 

   で受け入れた施設等を支援する。 

 

   オ 障害者施設等自立支援給付費        １５，６０９，７７９千円 

        障害者が施設等において障害福祉サービスを受けた時に、自立支援給付費 

   を支出する市町村に対して、その費用の一部を負担する。 

 

  カ 地域活動支援センター助成事業          １６２，０１７千円 

    法定外施設（心身障害者地域デイケア施設、精神障害者小規模作業所）か

ら移行した地域活動支援センターが、移行前と同等のサービス提供を確保す

るため、運営費助成を行う市町村に対し、助成に要する経費の一部を補助す

る。 

 

  キ 市町村地域生活支援事業           １，０４９，７６８千円 

    相談支援、意思疎通支援等の多様な事業を総合的に実施する市町村に対し

補助する。 

 

  ク 障害者地域移行ステップアップ事業          １，３４８千円 

    精神科病院やグループホームなどを出て自立した生活を始めた障害者に、

日常生活上の助言や、社会参加に向けた支援を行う。 

 

  ケ 精神障害者地域移行支援事業（一部新規）      １３，３８２千円 

精神科入院経験者などのピアサポーターの協力を得て、精神科入院患者の

退院意欲の向上を図り、病院から地域への移行を促進する。 

また、退院に向け生活環境の調整が必要な患者について、入院後早期に相

談支援事業所等が支援を開始することによって、病状安定後のスムースな退

院を促進する。 
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  コ 高次脳機能障害支援事業費（一部新規）       １０，４９８千円 

高次脳機能障害者及び家族に対する支援等を行うための相談事業や研修会

の開催、地域支援のための事業や市町村等への支援コーディネーターの派遣

事業を実施する。 

 

  サ グループホーム等事業助成費         １，５８３，９７７千円 

    障害者に対し、グループホーム等のサービスを提供する市町村に運営費等

を補助（負担）する。 

 

  シ 障害児（者）福祉施設等施設整備       １，９４５，１８８千円 

    社会福祉法人等が設置する障害者入所施設、通所事業所等の整備費の一部

を補助する。 

 

  ス 独立行政法人福祉医療機構借入金利子補助        ６，１３８千円 

    障害者福祉施設の整備に際し、独立行政法人福祉医療機構から建築資金、 

   設備資金等を借り入れた社会福祉法人及び公益法人に対して、その利子の一 

   部を補助する。 

 

  セ 民間社会福祉施設整備促進事業費          ５６５，７９１千円 

    障害者福祉施設の建設に際し、社会福祉法人等に整備費の一部を補助する。 

   また、平成２０年度以前に貸付けた整備資金に対しては、償還金及び利子を 

   補助する。 

 

  ソ 発達障害児・者への支援（一部新規）       ６２６，１１１千円 

    発達障害の早期発見・早期支援を充実させるため、人材の育成、親への支

援、診療・療育体制の強化、支援拠点の設置・運営に取り組む。 

 

  タ 身体障害者補助犬育成事業             １５，１５２千円 

身体障害者の社会参加に資するため、身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬

及び聴導犬）の育成及び給付を行う。 

 

  チ 障害者芸術・文化活動の推進             ４，９７６千円 

    埼玉県障害者アートフェスティバルを開催し、障害者が取り組む文化・芸

術活動を広く紹介する。 

 

  ツ パラリンピック障害者アート 文化プログラムの推進（新規） 

                              ７，１５２千円 

    オリンピック・パラリンピックの気運を醸成し、オリンピック・パラリン 

   ピックレガシーとして障害者に対する「心のバリアフリー」を浸透していく 

   ため、障害者アートフェスティバルの実績を活かし、発展させたイベントを 

   開催する。 
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  テ パラリンピックに向けた選手育成の強化        ８，０００千円 

    ２０２０年に開催される東京パラリンピックにおいて、世界に大きくはば 

   たく選手を本県から輩出できるよう、才能ある若手選手の育成を重点的に実 

   施する。 

 

  ト 民間からのスポーツ・芸術文化活動への支援促進（新規） 

                              ２，７７０千円 

    スポーツや芸術文化活動にチャレンジする障害者に対し、企業等が資金面 

   や雇用面で支援する仕組みを構築し、オリンピック・パラリンピックレガシ 

   ーとして障害者の社会参加を一層促進する。 

 

（３）障害者の就労支援 

  ア 障害者就労定着支援事業                 ９８８千円 

    施設から退所し、一般就労した障害者の職場への定着を図るため、障害者

が利用していた施設の職員が定着に必要な支援を行う。 

 

  イ 障害者就業・生活支援センター事業         ６８，３２０千円 

    雇用・福祉・教育等の関係機関と連絡調整を行い、障害者の就業に伴う生

活上の支援を行う。 

 

  ウ 障害者就労施設支援事業              １１，４７３千円 

障害者が働くことを実感し、地域で経済的に自立した生活を送るため障害

者就労施設を支援し、障害者の工賃向上を図る。 

 

  エ 障害者農業参入チャレンジ事業           ３０，１５１千円 

    障害者就労施設に対し、農業技術指導、農産物の継続・安定した売上げを

実現することで、障害者の工賃向上を図る。 

 

  オ 発達障害者就労支援センター事業          １１６，９９３千円 

   発達障害者に特化した就労支援機関を設置し、就労に関する相談、作業体験 

  を通じた職業能力の評価、職場で必要なコミュニケーション能力やビジネスマ 

  ナーを習得する訓練、就職活動支援、職場での定着までをワンストップで支援 

  する。 

 

（４）障害者への災害対策支援 

  ア 災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）体制整備事業   １，４４４千円 

        大規模災害等が発生した場合に、精神科医療及び精神保健活動の支援を行

う災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）を被災地域に派遣するための体制を

整備する。 
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  イ グループホーム等スプリンクラー整備事業      ８０，６４３千円 

    既存のグループホーム等が、新たにスプリンクラーを設置する場合に、そ

の費用の一部を助成する。 


